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発生源インベントリとシミュレーションに関わるワークショップ 

 
日時 ：2011 年 6 月 13 日（月） 10:00-13:00 

場所 ：モンゴル日本センター２階 

 

プログラム 

 

10:00～10:05 開会の挨拶（大気質庁） 

 

10:05～10:35 固定発生源インベントリについて（田畑：固定発生源インベントリ／シミュレ

ーション１） 

 

10:35～11:05 移動発生源、その他発生源インベントリについて（前田：移動発生源インベン

トリ） 

 

11:05～11:20 大気汚染物質合計排出量とインベントリデータの精度について（田畑） 

 

11:20～11:35 インベントリデータの精度向上に向けた今後の活動について（大気質庁） 

 

11:35～11:50  コーヒーブレイク 

 

11:50～12:05 シミュレーション結果について（田畑） 

 

12:05～12:25 インベントリ・シミュレーションの構築体制について（NAMEM） 

 

12:25～12:50 インベントリ及びシミュレーションに関する協議 

 

12:50～12:55 総括 

 

12:55～13:00 閉会の挨拶 
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1

固定発生源インベントリについて

田畑 亨

固定発生源インベントリ／シミュレー
ション１

2

内容
１．対象施設と対象物質

２．固定発生源の排出量推計方法フロー

３．対象施設別石炭使用量・排出係数

3.1 火力発電所

3.2 HOB訪問調査

3.3 CFWH
3.4 ゲルストーブ

４．固定発生源の排出量推計結果

５．まとめ

3

１．固定発生源と対象物質

・固定発生源
火力発電所、HOB、工場、CFWH、ゲルストーブ

（壁ストーブ含む）

・対象物質
TSP、PM10、SOx、NOx、CO

・基準年
2010年3月～2011年2月

4

２ 排出量推計方法の概要

• 排出量＝活動量×排出係数

発生源別石炭使用
量、ゲル地区におけ
る年間石炭使用量、
木材使用量等

対象物質別発生源別排
出係数（火力、HOB・工
場、CFWH、ゲルストー
ブ）、石炭生産地別硫黄
分含有率、排煙対策効
率等

5

・使用データ
• 2010年データあるいは2010年10月～2011

年3月までの排ガス測定結果を用いた。ただ
し、CFWHについては、2008年の世界銀行
のデータを使用した。

• 今回の排出量推計結果は、2011年3月まで
の調査結果をまとめたものである。今後は、
2012年3月までの調査結果を用いて、基準年
データを更新し、2012年6月までにインベント
リの精度向上を図る予定である。

6

・2011年3月のワークショップからの修正点

活動量

（石炭及び木材使用量）

排出係数

火力 基準年に合わせた石炭
使用量を使用

排ガス測定結果
を用いた排出係
数を設定したHOB 変更なし

工場

CFWH 変更なし 変更なし

ゲルス
トーブ

人口の補正、石炭使用
量の見直し

木材の排出係数
を変更した
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7

３．排出量の推計

3.1 火力発電所

3.2 ＨＯＢ・工場

3.3 CFWH
3.4 ゲルストーブ

8

3.1 火力発電所

発電所名 基準年の石炭使用量（ton）

No. 2 190,210

No. 3-1 345,906
No. 3-2 690,047
No. 4 2,879,677

合計 4,105,840

9

排出係数(kg/ton)

出典：排ガス調査結果から代表値を設定した

発電所 TSP PM10 SOx NOx CO

No.2 15.00 9.75 1.10 0.22 13.00

No.3-1 5.50 3.58 2.00 0.64 91.00

No.3-2 1.90 1.24 2.00 0.64 0.00

No.4 0.20 0.13 2.20 2.90 0.00

10

排出量（ton/年）

発電所 TSP PM10 SOx NOx CO

No.2 2,853 1,855 209 42 2,473

No.3-1 1,902 1,237 692 221 31,477

No.3-2 1,311 852 1,380 442 0

No.4 576 374 6,335 8,351 0

合計 6,643 4,318 8,616 9,056 33,950

11

3.2 HOB・工場
・ＨＯＢの定義

HOBは、ボイラハウスを持つボイラとした。出力は
100kW以上とした。

・HOB訪問調査

HOBの管理者、位置、石炭使用量、排出実態等を
把握するため、質問票を作成し、その調査票を用い
て、ボイラ訪問調査を実施した。

・調査期間

2010年11月～2011年2月

12

HOB訪問調査結果の概要

・ボイラハウス108、ボイラ数210
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13

HOB区別ボイラ割合

14

石炭使用量

HOB及び工場 石炭使用量(ton/年)

基準年 133,975

15

排出係数

排ガス測定結果に基づき、型式別に排出係数を設定

16

HOB排出量推計結果（ton/年）

TSP PM10 SOx NOx CO

HOB・
工場

1,805 1,174 346 90 2,118

17

排出量分布
（火力発電所、

HOB）

18

3.3 CFWH
・CFWHは、ボイラハウスを持たない、
100kW未満のボイラとする。

・本調査結果は、 世界銀行のBoiler 
Market Studyの調査結果に基づき、
排出量を推計した。

調査年は2008年である。2010年への
補正は行っていない。
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19

CFWH数と石炭使用量

区 CFWHの数 石炭使用量

Bayangol 81 1,611

Bayanzurkh 425 8,516

Sukhbaatar 57 1,191

Songino hairhan 233 4,029

Chingeltei 165 3,025

Han-Uul 44 1,485

市合計（中心６区） 1,005 19,857

出典：World Bank, Boiler Market Study 2009 20

排出係数（kg/ton）
対象汚染物質 排出係数

TSP 11.0

PM10 6.6

SOx 15.8

NOx 5.2

CO 2.38

出典：ＪＩＣＡ第２次詳細計画策定調査

21

排出量推計結果

区
排出量（ton／年）

TSP PM10 SOx NOx CO

Bayangol 17.7 10.6 25.5 8.4 37.7

Bayanzurkh 93.7 56.2 134.6 44.3 199.1

Sukhbaatar 13.1 7.9 18.8 6.2 27.8

Songino hairhan 44.3 26.6 63.7 21.0 94.2

Chingeltei 33.3 20.0 47.8 15.7 70.7

Han-Uul 16.3 9.8 23.5 7.7 34.7

合計 218.4 131.1 313.7 103.3 464.3

22

23

3.4 ゲルストーブ（壁ストーブを含む）

・ゲルストーブからの排出量推計方法

2010年の人口、世帯数から、ゲルストーブ

数と壁ストーブ数を推計し。それに１台あたり
の年間石炭使用量・木材使用量及び排出係
数を乗じることにより、排出量を推計した。

24

2010年の人口、世帯数の推計

2009年市統計データのゲル別建物別人口に2000
年～2007年の平均人口増加率4.9％を乗じた。

区 ゲル 建物

世帯 人口 世帯 人口

Khan Uul 6,428 23,019 12,236 45,922

Bayanzurkh 22,582 86,954 21,548 85,898

Bayangol 5,921 24,088 6,174 22,546

Sukhbaatar 7,776 32,966 11,590 44,769

Chingeltei 7,189 32,522 18,244 84,100

Sanginokhairahan 19,700 86,954 21,731 97,457
合計 69,596 286,236 91,523 380,694
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25

ゲルストーブ・壁ストーブ数の推計
ゲル及び建物におけるゲルストーブあるいは壁ス

トーブ数は、２％の世帯で２台を所有するものとした
推計した。

区 ゲルストーブ数 壁ストーブ数

Khan Uul 6,912 13,200

Bayanzurkh 24,408 23,352

Bayangol 6,426 6,648

Sukhbaatar 8,469 12,531

Chingeltei 7,872 20,011

Sanginokhairahan 21,521 23,778
合計 75,608 99,519

26

石炭（ton/年） 木材（ton/年）

ゲルストーブ 4.50 3.27

壁ストーブ 5.50 2.99

石炭 木材

ゲルストーブ 340,234 247,237
壁ストーブ 547,352 297,561
合計 887,586 544,797

１台当たりの燃料使用量（ton/年）

燃料使用量（ton/年）

出典：大気質庁によるサンプリング調査、World Bank： Ger Area Heating

27

排出係数（kg/ton）

ストーブ
種類

燃料 TSP PM10 SOx NOx CO

ゲル

ストーブ

石炭 5.4 3.3 7.5 2.4 23.38

木材 3.82 3.82 0.008 1.2 69.2

壁

ストーブ

石炭 3.4 2.1 6.7 1.9 23.38

木材 3.82 3.82 0.008 1.2 69.2

出典 石炭（CO以外）：JICA第２次詳細計画策定調査
石炭（CO）：本調査
木材：GAP Forum Manual 28

ゲル地域からの排出量

区
排出量(ton/年)

TSP PM10 SOx NOx CO

Khan Uul 652 492 720 287 6720

Bayanzurkh 1,601 1,204 1,685 687 15,296

Bayangol 437 328 462 188 4,361

Sukhbaatar 689 519 748 301 7,011

Chingeltei 892 675 1,004 397 9,323

Sanginokhairhan 1,508 1,135 1,604 651 15,111

合計 5,779 4,353 6,223 2,510 58,452

29 30

４．固定発生源の排出量推計結果(ton/年)

発生源
種類

TSP PM10 SOx NOx CO

火力 6,643 4,318 8,616 9,056 33,950 

HOB 1,805 1,174 346 90 2,118 

CFWH 218 131 314 103 464 

ゲル 5,779 4,353 6,223 2,510 58,452 

合計 14,445 9,976 15,499 11,759 94,984 
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31

固定発生源の合計排出量に対する寄与率

発生源
種類

TSP PM10 SOx NOx CO

火力 46.0% 43.3% 55.6% 77.0% 35.7%

HOB 12.5% 11.8% 2.2% 0.8% 2.2%

CFWH 1.5% 1.3% 2.0% 0.9% 0.5%

ゲル 40.0% 43.6% 40.2% 21.3% 61.5%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

32

TSP排出

量分布（固
定発生源）

33

PM10排出

量分布（固
定発生源）

34

SO2排出量

分布（固定
発生源）

35

NOx排出量

分布（固定発
生源）

36

CO排出量分

布（固定発生
源）
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37

５．まとめ

• 発生源別石炭使用量、排出量

火力発電所の寄与が最も大きく、次にゲル、
HOB・工場、CFWHの順である。

・ 現時点では、排ガス測定結果が十分ではな
いため、排出係数を細かく設定できていない。
今後、現在実施している排ガス測定結果に基
づき、火力発電所やHOBの排出係数をでき
るだけ個別に設定し、エミッションインベントリ
の精度向上を図る必要がある。

38

Thank you
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 1

1. 移動発生源インベントリ
2. その他発生源インベントリ

前田浩之（maeda@sur.co.jp）
（移動発生源インベントリ担当）

インベントリとシミュレーションの研修
2011.6.13 

@ モンゴル日本センター

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 2

略語
UB ウランバートル
EF 排出係数

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 3

大気質の状況

暖房不要の時期でも、基準を超えている
• 2011.5.21~5.26でも、UB-2 (西四叉路), UB-5(第69幼稚園), UB-

7(Их үүсгэл компанийн байрны орчим)では、MNS 4585の1.5
倍以上の日があった(出典: CLEM)

• UB-1 (西四叉路)では、SO2, NO2, PM-10の濃度が高いことが多
い (出典: AQDCC)

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 4

排出量計算の目的

1. 大気汚染物質の排出量を知る
2. 大気汚染対策案の比較

多数の案の中から、実現可能性が高く、大気質
が環境基準(MNS 4585)に適合する案を選択する
ため。

2010/10/14（木）7:45 2010/10/15（金） 7:45

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 5

1. 移動発生源インベントリ
1. 排出量計算対象
2. 排出量計算方法
3. 排出量計算結果
4. これからの業務

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 6

1.1. 排出量計算対象
発生源
• 自動車

大気汚染物質
• PM, SOx, NOx, CO

年
• 2010年

2010/9/8 18:09
@西四叉路
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 7

1.2. 排出量計算方法

EFに台数と距離を乗じ、その合計を計算する。
• Q=Σ (EF x Cnt x Len)

• Q 排出量(g)
• EF EF(g/km/台)
• Cnt 台数(台)
• Len 距離(km)

EFは、自動車の排ガス規制バージョンと旅行速
度から計算
• EF=f (m,v)

• f 関数 (例を次ページに示す)
• m 自動車の排ガス規制バージョン
• V 旅行速度

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 8

1.2.1. EF

1. UBでは、EFを求めるための自動車排ガ
スデータがない。

外国のEFを使う

2. UBの登録自動車の半数以上は、日本の
中古車

日本の自動車の排ガスを測定して計算したEFを
使う

3. UBと日本は違う
燃料の違いの影響を計算する

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 9

日本のEF表
出典: 自動車排出ガス原単位及び総量算定検討調査 (2009.3, 日本環境省)

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 10

日本のEF表の一部拡大
ガソリン乗用車のNOx(g/km)

排ガス規制
バージョン

旅行速度(km/h)

4 7.5 12.5 20 32.5 50 70

規制前 3.755 2.803 2.830 2.284 2.286 2.270 3.495

1973 3.141 1.990 1.799 1.568 1.522 1.612 2.482

1975 1.889 1.093 1.032 1.058 0.965 0.965 1.492

1976 1.763 0.939 0.724 0.909 0.928 0.901 1.237
1978 0.506 0.409 0.248 0.280 0.312 0.334 0.545
1986 0.608 0.359 0.244 0.180 0.144 0.139 0.165

2000 0.069 0.042 0.029 0.022 0.018 0.015 0.014
2005 0.020 0.013 0.010 0.008 0.007 0.006 0.006

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 11

排出量に影響する状況

大気汚染に関するエンジンと排ガス処理
装置の性能
• 前頁の例の場合、1999年式と2000式で、8～

10倍の差がある
• 排ガス処理装置の劣化を防ぐためには、無鉛

かつ低硫黄の燃料が必要
旅行速度 (渋滞時に排出量が増える)
• 前頁の例の場合、 4km/hと20km/hで、3～4倍

の差がある

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 12

ガソリンの鉛濃度
日本
• オクタン価90のガソリンは、1975年から鉛禁止。
• オクタン価96のガソリンは、1987年から鉛禁止。

モンゴル
• MNS217-87では、有鉛ガソリンが許可されていた
• MNS217-2006から、有鉛ガソリンが禁止された
• モンゴルでガソリンの鉛を測定したデータは無い
• 2010年11月にPetrovisで購入したガソリンを日本で測

定した
無鉛だった
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 13

ガソリンの硫黄濃度
(ppm)

日本 ~ 2004.12 <=100 国の規制
2005.1~ <=10 製油会社の品質保証

モンゴル 1987~ <= 1,200 MNS217:87
2006.12~ <= 500 MNS217:2006
2010.11 300 (A-80)

200 (AI-92)
100 (AI-95)

PETROVISで購入したガソリン

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 14

ディーゼル油の硫黄濃度
(ppm)

日本 1953~ <=12,000 国
1976~ <= 5,000 国
1992~ <= 2,000 国
1997~ <= 500 国
2003.4~ <= 50 製油会社の品質保証
2005.1~ <= 10 製油会社の品質保証

モンゴル 1984~ <= 2,000 MNS216:84
(I Бүлэг規格) 2006.12~ <= 2,000 MNS216:2006

2011.1 1,400 PETROVISで購入した軽油

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 15

UBのEFの計算

作業順序
1. UBの車検データを入手
2. 旅行速度調査を実施
3. 2009年の１年間の車検123,641台の１台毎

に、鉛と硫黄による劣化を考慮して、排ガ
ス処理装置のバージョンを選択。旅行速度
調査データも用いて、EFを計算

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 16

旅行速度調査

３日間（秋の平日、秋の週末、冬の平日）に、
朝と日中と夕方と深夜の各２時間ずつ、３台の
自動車を使用し、延べ72時間・1,193kmの運転
データを作成した。そのデータから、ウラン
バートルの旅行速度を計算した。

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 17

1.2.2. 台数
通過した台数
• このプロジェクトで数

えた
• 35地点
• 24時間（一部の地点は

16時間）
• ７車種別に数えた
• １時間毎に記録した
• 3日間（休日と冬の調

査は地点数を削減） 2010/11/24  9:29 @ 120-p Buudal

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 18

0 2 4 6 8 101 (km)

Legend

Traffic Count (JICA, 2010)
on 2010/10/7

- 80,000
- 50,000
- 40,000
- 30,000
- 20,000

± 台数データ

秋の平日の1日合計の場合
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 19

1.2.3. 距離

2007年版1/5.000の電子地図で、区間毎に
測定

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 20

1.3. 排出量
PM 70.8 (ton/year)
SOx 257.9 (ton/year)
NOx 752.8 (ton/year)
CO 3,017.0 (ton/year)

燃料分析を実施する前の暫定値

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 21

1.4.これからの業務
PDM (蒙日間の合意書の１つ)等に従う。すなわち、

JICA専門家の指導のもとで、AQDCC等に所属
するモンゴル人専門家が更新

１人だけの指導でよいのか？

1. 新しいデータを入手して排出量を計算
どの機関が何を調査するか？

2. 政策オプションの選択
政策オプションは誰と協議するか？

3. 政策オプション実現時の排出量の計算

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 22

政策オプション例
型式排ガス規制
• 型式排ガス規制に適合しない自動車の輸入禁止
• 最新式規制でなくても、大気質が、大気質基準以下になるのか、

シミュレーションで確認すべき
硫黄の規制
• ロシアが、硫黄濃度を下げた燃料を製造・輸出してくれるの

か？
• モンゴル国内に建設予定の製油所に、硫黄を削減する装置を設

置し、その製油所で作る燃料をUBで使うことは可能か？
もし、全ての自動車と燃料が日本の状態なら？
電気交通の振興
• 地下鉄など、電気式鉄道の建設
• トロリーバス路線の増強

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 23

排ガス規制
日本 モンゴル

車検排ガス規制 1966~ MNS5013
MNS5014

型式排ガス規制 1973~ 無し

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 24

硫黄濃度
(ppm)

ガソリン 日本 2005.1~ <=10 製油会社
モンゴル 2006.12~ <= 500 MNS217:2006

2010.11 300 (A-80)
200 (AI-92)
100 (AI-95)

PETROVISで購
入したガソリン

ディーゼ
ル油

日本 2005.1~ <= 10 製油会社
モンゴル 2006.12~ <= 2,000 MNS216:2006

2011.1 1,400 PETROVISで購
入したディーゼ
ル油
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 25

電気交通の振興

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 26

2. その他発生源インベントリ
1. 排出量計算対象
2. 排出量計算方法
3. 排出量計算結果
4. これからの業務

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 27

2.1. 排出量計算対象
発生源
• 火力発電所灰埋立地

大気汚染物質
• Dust

年
• 2010年

2010/6/3 13:53 @ Yarmag

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 28

2.2. 排出量計算方法

面積に、削られた厚さ乗じ、重さに換算する。
• Q=Σ (A x T x D)

• Q 排出量
• A 面積
• T 削られた厚さ
• D 密度

面積
• 灰埋立地の面積のうち飛散する可能性が高い範囲

削られた厚さ
• 1cmと仮定

• 第３発電所第４号埋立地の、36日間(2011.3.15~4.20)の測定では
0.576cm。

• 火力でのインタビュー (2~3cm)に比べれば過小評価の可能性がある

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 29

削られた厚さの測定

しばらく後に
Хэсэг хугацааны дараа

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 30

第２発電所と第３発電所の灰埋立地で、 2010.12.10か
ら測定
2011.3.14迄は測定誤差が大きかったため、データの信
頼性が高い2011.3.15以降のデータで分析。
第３発電所第４埋立地の、2011.3.15~4.20の１ヶ月の平
均侵食量は、5.76mm
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モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 31

2.3.排出量計算結果

第３発電所の第４号埋立地は、2011年５~６月
に覆土を実施。そのため、2012年の排出量は大
きく減る予定。
第２発電所の西側埋立地の灰は、セミコークス
練炭の材料として使用される計画がある。

Dust 3,116 (ton/year)

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 32

2.4.これからの業務
PDM (蒙日間の合意書の１つ)等に従う。すなわち、

JICA専門家の指導のもとで、AQDCC等に所属
するモンゴル人専門家が更新

１人だけの指導でよいのか？

1. 新しいデータを入手して排出量を計算
どの機関が何を調査するか？

2. 政策オプションの選択
政策オプションは誰と協議するか？

3. 政策オプション実現時の排出量の計算

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 33

型式排ガス規制の例

EURO-1

EURO-5

1999年版

2005年版
OKOKドイツ 日本

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 34

ディーゼル油硫黄規制の例

硫黄0.2%

硫黄
0.2%

硫黄
0.002%ダルハン

OKOK
ロシア

UB

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 35

公共交通 (燃料と電気)

モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 36

ありがとうございました
担当分野ではないが気になること･･･
• 日本の自動車整備資格を持ったモンゴル人がいる。モンゴルでの自動

車整備水準向上のために活用できないか？
• 市交通局が今年も400台の大型バスを購入するなら、日本やEUROの最

新排ガス基準に適合したバスを購入し、また、適した軽油を供給して
ほしい

• トロリーバスは大気汚染対策になる。価格が抑えられ、路線復活すら
出来ないのはなぜか？

• 第２発電所等の灰を混ぜたセミコークスが使用されると、灰が増える。
灰の飛散量が増えないか？

• 道路や歩道工事でダストが増え、大気汚染の原因になっている。道路
工事の管理を厳しくしてもらうにはどうしたらよいか？

• 燃費の情報が必要。オドメーターと給油量の情報提供協力者を探して
います。
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1

大気汚染物質合計排出量とイン
ベントリデータの精度について

田畑 亨

（固定発生源インベントリ／シミュレー
ション１）

2

１.大気汚染物質合計排出量

3

大気汚染物質合計排出量（ton/年）

TSP PM10 SOx NOx CO

発電所 6,643 4,318 8,616 9,056 33,950

HOB 1,805 1,174 346 90 2,118

CFWH 218 131 314 103 464

ゲル 5,779 4,353 6,223 2,510 58,452

自動車

鉄道 N/A N/A N/A N/A N/A

飛行機 N/A N/A N/A N/A N/A

発電所灰埋立地 3116 ? 0 0 0

合計
4

TSP排出量
分布図

5

PM10排出
量分布図

6

SOx排出量
分布図
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7

NOx排出
量分布図

8

CO排出量
分布図

9

２．インベントリデータの精度について

2.1 固定発生源インベントリ

2.2 移動発生源インベントリ

2.3 その他面的発生源

10

2.1 固定発生源インベントリの精度(1)

火力発電所
月別石炭使用量が詳細に把握され、高い精
度を有している。
排出係数は、火力別に設定できた。ただし、
測定結果にばらつきがあり、年間排出係数と
して高い精度ではないケースがある。そのた
め、排出係数の精度向上に向けて、冬季の
排ガス測定が望まれる。

11

2.1 固定発生源インベントリの精度(2)

HOB
石炭使用量は、ある程度の精度を有しているが、月
別変化等の精度は十分ではない。
排ガス測定では、13ボイラの排出係数を設定し、イ
ンベントリデータの精度が向上した。残りの代表的
なボイラについては、平均の排出係数を用いたが、
使用した排ガス測定結果にばらつきがあるため、今
後は、排ガス測定を実施し、残りの代表的なボイラ
について、排出係数を設定する予定である。

工場
大規模工場の一部のみを把握しており、発生源イン
ベントリの精度は低い。工場リストを入手し、大規模
工場のインベントリデータを作成していく必要がある。

12

2.1 固定発生源インベントリの精度(3)

CFWH
世界銀行のデータを使用したため、ストーブ
別石炭使用量が2008年データとなっている。
今後は、年補正により、基準年ベースのデー
タにする必要がある。
CFWHの排出係数は、HOBの排出係数を設
定した。今後は、CFWHを対象とした、平均的
な排出係数を設定する必要がある。
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13

2.1 固定発生源インベントリの精度(4)

ゲルストーブ（壁ストーブ含む）
ゲルストーブの年間使用量、時刻変化は、世
界銀行データを用いた。排出係数は排ガス測
定結果により設定した。しかし、石炭使用量
は、目視により計測され、排出係数は1ケース
のみの測定結果によるものである。そのため、
今年の冬に使用実績の補足調査を実施する
必要がある。また、排ガス測定チームでは、
石炭及び木材の排出係数設定に向けて、今
年の冬に排ガス測定を実施する予定である。

14

2.2 移動発生源インベントリの精度

自動車
日本車の排出係数およびUBの燃料の硫黄及び鉛
の情報から、排出係数を推定している。そのため、
従来の排出量推計と比較して、格段に精度が向上
していると考えられる。
UBの車検場等では、エンジンのメンテナンスが不十
分な自動車が多いと考えている。メンテナンスの状
況・排出係数への影響の程度が不明である。それ
が誤差要因と考えられる。
航空機、鉄道

排出量として非常に小さいため、推計は行ってい
ない。

15

2.3 その他面的発生源インベントリの精度

火力発電所の焼却灰埋立地からの飛散粉じん
発電所灰埋立地における測定データを用いて排出
量を計算しているため、従来の排出量推計と比較し
て、格段に精度が向上している。ただし、測定地点
数と測定期間が限られているため、まだ、精度向上
の余地がある。

道路粉じん
交通量データはUBのデータを使用する。排出係数
は、従来の調査と同様、他国で作成されたデータを
使用する。そのため、過少評価と考えられる。

16

Thank you
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1

大気質庁 G. DAVAAJARGAL

2

発生源インベントリのシステムの現状

「ウランバートル市大気汚染対策能力強
化プロジェクト」で実施されたインベント
リを構築の重要性

プロジェクトの成果で構築されたインベ
ントリのシステムの維持と精度の向上に
ついて

3

現在のUB市の大気汚染発生源を述べるの

が不要と思います。ただし、大気汚染発生源
インベントリーを発生源別で国家機関で実施
している。

ただし：

自動車に関するインベントリーは市道路局

200KWT以上の定格容量の温水ボイラ
（HOB）を国家監査庁、都市開発政策局、市

監査庁、市事務局、ヒートボイラ利用調整局、
大気質庁等

4

区役所と共同で登録を行っている。

火力発電所の場合は鉱物・エネルギー
省が登録する。

その他、大きな発生源になるゲルストー
ブの登録を主に国家統計所や市統計所
が区役所の協力で実施している。

5

上記機関で実施された発生源インベント
リー数、項目は関係機関の事業に用い
ている。

それから発生源インベントリーの精度改
善の向けである。

6

発生源インベントリーに関して大気質庁が実施してい
る事業

ただし：

1. 大気汚染削減法ができたことで各区で大気汚染削減
の事業部会が設立されている。それらの支事業部会
によって各区の地域にある固定や面源のデータ情報
をより詳細に把握することができるようになる。

2. 「大気汚染支払法」の法定により交通警察局と交通

局の同業で移動発生源の数、それらの大気中に排出
される有害物質の影響が明確になる。

1 - 300



2

7

上記の事業外に発生源インベントリー実

施している機関との同業で当発生源の
大気中に排出される有害ガスの濃度を
把握している。

特に国家監査庁、市監査庁等機関との
同業で火力発電所、小規模や200kwt以
上の定格容量のボイラ、移動排ガスに
測定を実施している。

8

発生源インベントリーの向上で国家機関が発
生源の管理強化し、大気汚染物質量の削減
できる。

発生源インベントリーデータから大気汚染の
シミュレーション作成も容易となる。

発生源インベントリーの重要性を活用するこ
とによって国家機関が大気汚染発生源を利
用する営業者の同業で大気汚染削減対策の
実施も可能になる。

9

発生源インベントリー作成だけではなく当発生源の
大気汚染の影響の評価もある程度に出している。こ
れは大気汚染削減のために事業している国家機関
の活動方針を明確化してくれる良い点がある。

プロジェクトで実施しているいろんな研修、講習があ
る。これにより国家機関やその他の機関、発生源利
用の営業者は機器や技術向上することができるよう
になる。

10

「 ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェ
クト」で実施されたインベントリー制度を継続に持っ
て行く。

また、UB市では新しく設置された大気汚染発生源
あるいは免置、更新などを直ぐに登録し、拡散シ
ミュレーションに入れる必要がある。

11

発生源インベントリー実施には国家
機関及び無国家機関、民間企業の
同業を取り組むことが加速的になる
と考えられる。

発生源インベントリーの頻度を増
やし、今後、拡散シミュレーション
がより現実的で精度も向上する
と期待される。

12

ご静聴ありがとうございます。
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1

シミュレーションについて

田畑 亨

固定発生源インベントリ／シミュレー
ション１

2

内容

１．シミュレーションモデルの構築までの流れ

２．シミュレーションの基本条件

３．シミュレーションモデルの概要

４．気象データ

５．発生源データ

６．計算値と実測値との比較

７．シミュレーション結果

８．今後の作業内容

3

１．シミュレーションモデル構築までの流れ

気象データ大気環境
データ

モデルの入力
データへの変換

エミッションイ
ンベントリ

シミュレーション

計算値と実測値との比較

各種パラメータ
の設定

モデル構築完了
4

２．シミュレーションの基本条件

項目 内容

対象汚染物質 PM10、SOx

発生源 固定発生源

計算期間 2010年3月～2011年2月

対象地域 中心部を含む約34km×28km

解像度 1km×1km

利用データ 気象データ、大気環境データ

5

３．シミュレーションモデルの概要

• シミュレーションモデルにはUSEPAが公開し
ているISCST3モデルを使用した。ただし、風
速1m/s以下では、 ISCST3モデルによる計
算は行われないため、Puffモデルを用いて計
算した。

6

４．気象データ

• NAMEMから提供された風向、風速データを
用いた。
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7

風配図

8

５．発生源
データ

9 10

６．計算値と実測値との比較

• 精度の高いシミュレーションモデルを構築す
るため、計算値と実測値との相関を高めるこ
とにより、モデル構築を行った。

• 比較対象とした大気環境測定局は、60％以

上のデータ有効率であり、自動車による影響
が比較的少ない局を選定した。

11

６．実測値と計算値との比較（PM10）
計算値と実測値の相関（測定割合60%以上を対象）

R2 = 1
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12

実測値と計算値との比較（SOx）
計算値と実測値の相関（測定割合60%以上を対象）

R2 = 0.5859
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13

計算値と実測値の比較結果について

SOx
• 計算値と実測値との相関が高く、精度の高いモデル

となった。
PM10
• HOB、工場の一部で、発生源インベントリにできて

いないものがある。

• ゲルストーブの石炭・木材使用量及び排出係数の
精度

• 火力発電所の焼却灰埋立地からの飛散粉じん、道
路からの粉じん（舗装、未舗装）が発生源インベント
リに反映されていない。

• 二次粒子による影響がモデルに組み込まれていな
い。

14

７．シミュ
レーション

結果

PM10

15

SOx

16

８．今後の作業内容

• 発生源インベントリデータの一部で、精度があまり
高くないケースがあるため、発生源データやモデル
の信頼性向上が必要である。そこで、2012年3月ま
でに、基準年の見直し、石炭使用量、排出係数、ボ
イラ稼働時間等の設定・修正等を行い、基準年の発
生源インベントリデータを更新する。

• 更新されたインベントリデータを用いて、シミュレー
ションモデルの再構築を図る。また、US-EPAの
AERMODを用いたシミュレーションも行う。

• その結果は、2012年5月に公表する。

17

Thank you
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1

活動方針

2011.06.13.

2

内閣実施エージェンシー
NAMEM

• 目標:
国民への水気象・環境に関する正確な情

報の提供、偶発的な自然及び気象災害、深
刻な環境汚染防止、気象、気候資源の利用
状況の整備

3

内閣実施エージェンシー
NAMEM

• 活動戦力目的:
5  目的- 気象、環境観察に関する政策作

成、その実施

4

内閣実施エージェンシー
気象、環境解析所

大気質専門機関

5

内閣実施エージェンシー
気象、環境解析所

気象、環境管理解析の国家ネット

No ステーション、 数 9 気象用局 186

1 測候所 130 10 降水研究局 132
2 7 11 放射管理局 35
3 飛行用気象所 15 12 大気質管理測定局 35

4 Agro 気象所 2 13 温暖ガス管理測定局 1

5 Zoo 気象局 8 14 環境管理研究室 12

6 レーダーステーション/ 1+5/ 6 15 ダストストーム測定自動局 7

7 衛星情報受信ステーション 2 16 湖検査所 1

8 酸性雨局 2 合計 567

6

気象情報 （気象研究

所、気象環境セン

ター）

その他情報（鉱物エネルギー省、

道路交通建設省、健康省、市長

事務局）

大気質管理解析情報（自然環

境管理ラボ、環境解析ラボ、

大気質）

大気汚染発生源情

報（大気質専門機

関）

NAMEM,（大気質専門機関‐気象研究所）ま

とめ、整理、評価、意見

自然環境観光省

市長事務局、地方の県知事事務局結論の権限者へ

自然環境、健康
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7

水気象研究所

気象データ（情報）の受け取り

-短期

-中期

-長期

期間の予報作成

-水気象、気候、環境方向の研究をそれぞれ行うこ
と。

8

大気質専門機関

-大気質の分析、監査・調査の実施、関係
情報、評価の作成

-関係機関からの情報回収

-大気汚染に関する公報 /予報の作成/
-大気汚染に関するシミュレーション作成

-大気汚染削減対策案の提出

9

自然環境・（CLEM）

• 環境大気質の監査・分析

• 地方監査・分析への専門的な指導、提言

• 測定データの提供

• 大気汚染発生源エミション測定の実施

• その他の測定、調査

10

大気質庁

• 市長の下、活動実施:
- 大気汚染発生源インベントリ、データベース

-大気汚染発生源インベントリへの監査、分析
結果報告、データベース

-評価作成

- 関係情報の回収

-大気汚染削減対策の調整、実施
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別添資料 2.1-5  JICA 地域別研修「都市における自動車公害対策」コースフォローアッ

プセミナーの配布資料 (2012.03.06) 
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モンゴル国におけるフォローアップセミナーの開催概要 
2012/2/8 

（公財）地球環境センター 

 

概 要 

 背 景 
 現在、モンゴル国の首都ウランバートル市では深刻な大気汚染問題を抱えている。GEC では

2009 年度に開始された JICA 地域別研修「都市における自動車公害対策」コースにおいて、2011

年度までの 3 年間で 6 名の研修員の受け入れを行ってきた。また、当該研修の先行研修となる「大

気汚染対策」コースでも研修員を受け入れている。本研修は、3 年間で各年度の参加研修員が連

携してアクションプランを作成することとなっており、帰国後研修員間で調整したうえで、より総合的

なアクションプランとして実行することが求められている。 

 また、当国では大気汚染対策に関する JICA 技術協力プロジェクトも進行中である他、鉱工業か

らの廃水処理に関する懸案から、JICA の新規研修案件としても検討されるなど、日本との今後の

協力関係の強化が図られている。 

 なお、本年 10 月に GEC が JICA モンゴル事務所を訪問した際には、大気汚染に関するフォロー

アップセミナーへの期待が大きいことが示唆されている。 

  

 目 的 
 帰国研修員のアクションプランの実施状況を確認し、各分野の専門家からアドバイスを行うと共に、

所属機関に対してアクションプランの進捗状況の把握・評価、並びに継続的な推進を呼びかける。 

 また、並行して実施されている JICA技術協力プロジェクトに携わる専門家からの事業紹介等を通

じて日本との連携を深めるとともに、新規研修案件として検討されている鉱工業廃水処理について

も、現地の状況を正しく把握することによって、適切な研修計画へ役立てるものとする。 
 
 日 程 

 2012 年 3 月 4 日（日）～3 月 10 日（土）; 別紙日程（案）参照 

 

 開催地 
 モンゴル国ウランバートル市 

 

 内 容 
（1）フォローアップセミナーの実施（大気関係）; 別紙プログラム（案）参照 

 大気汚染対策に係る以下の内容のセミナーを実施する。 

①日本側からの講演 

・前田 浩之 氏（株式会社数理計画） 

 「『ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト』の紹介（仮題）」 

・増田 喬史 氏（大阪環境保全株式会社） 
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 「大阪市の大気汚染対策ケーススタディ（仮題）」 

・田中 正宣 氏（関西大学） 

 「大気汚染物質の環境基準と健康影響評価; PM、NO2 を例に（仮題）」 

②モンゴル側からの報告 

 帰国研修員らによる研修後の成果、最新の現地状況等の報告 

③同窓会を兼ねた交流・親睦会 

 自由な討論のための意見交換会の開催 

 

（2）現地視察（大気関係） 

 ウランバートル市内の冬期における大気汚染状況を把握し、帰国研修員の成果の活用状況を確

認する。また今後、必要となる対策の方向性を正しく見定めることを目的とする。 

 

（3）現地情報収集（鉱工業廃水関係） 

 近年、懸案となっている鉱工業からの廃水処理について、現地の状況及びニーズを適切に把握

することを目的とし、現地関係省庁（鉱山資源省及び自然環境観光省を予定）からのヒアリングを

実施する。 

 

 モンゴル側参加者 
 （大気関係）モンゴル国 JICA 研修卒業生及び所属部署関係者 

 （鉱工業廃水関係）モンゴル国自然環境・観光省及び鉱物資源エネルギー省において環境管理

部門担当者等 

  以上、それぞれ約 30～60 名を予定 

 

 日本側参加者 
（JICA）JICA モンゴル事務所 

（GEC）常務理事、研修課（3 名） 

（外部講師）下記メンバー（5 名） 

 

 

（大気関係） 

関西大学 田中 正宣 氏 

 1973～2004 年まで、大阪市立環境科学研究所において大気および化学物質代謝研究に従

事。この間、1980 年～1995 年は国立環境研究所客員研究員、1985 年～2000 年 環境省アス

ベスト検討委員などを務める。現在、関西大学環境都市工学部および化学生命工学部非常勤

講師。 

 

大阪環境保全（株） 増田 喬史 氏 

 北海道大学衛生工学科を卒業後、大阪市役所において 36 年間環境行政に携わり、その後、

1 - 310



 

3 

4 年間（公財）地球環境センターにおいて、UNEP 支援や国際環境協力業務に携わってきた。

また、現在は大阪産業大学で「環境行政」を教えるとともに、環境計量証明事業会社の運営に

携わっている。その間、JICA 開発調査「上海市大気汚染対策調査」に作業監理委員として参

画するとともに、JICA などの開発途上国技術研修の講師などを務めてきた。 

 

（株）数理計画 前田 浩之 氏 

 発電所および発電所の建設工事の環境アセスメントのため、大気質測定データの統計的分

析、発電所・自動車等からの大気汚染物質排出データベースの作成、大気汚染拡散シミュレ

ーションを用いた影響評価等に従事。その後、中国、タイ、マレイシア、ベトナム等で、大気汚

染の分析と削減計画の策定に取り組み、現在は、ウランバートル市大気質庁と JICAによる『ウラ

ンバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト』の『移動発生源』担当専門家として、ウランバ

ートルの大気汚染削減に取り組んでいる。 

 

（鉱工業廃水関係） 

元金属鉱業事業団（現 JOGMEC） 玉井 英晴 氏 

 大学で鉱山の選鉱学を学んだ後、鉱山会社で 42 年間、非鉄金属鉱山の選鉱及び鉱廃水処

理に従事した。この間、研究開発、操業管理及び設備設計を担当した他、4 年間金属鉱業事

業団（現 JOGMEC）に出向し、鉱山の鉱廃水処理施設の調査設計を担当した。 

 

（株）大阪水道総合サービス 橋本 隆 氏 

 1973～2010 年まで、大阪市において下水道行政、環境行政に従事。下水道部門では、工場

排水規制、下水処理場の水質管理・設備管理、調査研究を、環境部門では、環境アセスメント、

自動車公害対策を担当。2010 年から現職。自治体から浄水場の運転管理などを受託し業務を

サポートしている。 

 

以上 
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日時・場所 3月6日（火）9:30～ 於：ケンピンスキーホテル・ハーンパレス

時間Time 内容 演者 備考
9:00-9:30 受け付け Registration ─

GEC常務理事　西山　健一郎

JICAモンゴル事務所　南　和江

9:50-10:00 開会の挨拶 Welcome Remarks ウランバートル市副市長
Mr. Davaadorj GANBOLD

10:00-10:40 日本側講演1
『ウランバートル市大気汚染対策能力強
化プロジェクト』の紹介

10:40-11:00 討論及び質疑 Discussion & Q/A

11:00-12:00 日本側講演2
大阪市の大気汚染対策ケーススタディ

12:00-12:30 討論及び質疑 Discussion & Q/A

12:30-13:45 昼食Lunch

13:45-14:45 日本側講演3
大気汚染物質-SO2,PM,NO2,O3-の環境
基準と健康影響評価

14:45-15:15 討論及び質疑 Discussion & Q/A

15:15-15:30 休憩Break

15:30-16:10 帰国研修員による発表1
ウランバートル市における大気汚染削減
方法

16:10-16:30 討論及び質疑 Discussion & Q/A

16:30-17:10 帰国研修員による発表2
ウランバートル市大気汚染状況、一部の
検査結果

17:10-17:30 Q&A

17:30-17:40 閉会 Closing Remarks ウランバートル市大気質庁長官
Mr. Munkhtsog DOLTON

18:00-20:00 懇親会 Dinner Gathering

ウランバートル市監察庁
Ms. Namsrai NARANGEREL

9:30-9:50 開会の挨拶 Opening Remarks

フォローアップセミナー（大気）　プログラム

関西大学　田中　正宣

ウランバートル市大気質庁長官
Mr. Munkhtsog DOLTSON

大阪環境保全（株）増田　喬史

（株）数理計画　前田　浩之

2012/3/6最終
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1

『ウランバートル市
大気汚染対策能力強化

プロジェクト』の紹介

フォローアップセミナー（大気）

2012年3月6日

前田浩之

（プロジェクト構成員, 
maeda@sur.co.jp）

2

内容

自動車によるウランバートルの大気汚染という

観点で

1. ウランバートルの大気汚染状況

2. プロジェクトの概要

3. 自動車に起因する大気汚染物質排出量削減
のための例

3

1. ウランバートルの

大気汚染の状況

自動車によるウランバートルの大気
汚染という観点から

4

5

固定測定局の位置

ピンク色は、ゲル地区の範囲 6

測定局から主な低煙源までのおお
まかな距離 (m)

19,000
3,500

1,500 ~ 
1,700

6,500

5,000 ~ 
6,500

3,500
発電所灰埋立地

2,5005,500130AQDCC-04

0700 ~ 
1,600

1,300 ~ 
1,500

CLEM-01
CLEM-07

7,00011,000800?CLEM-08

3,00060 ~ 
130

700 ~ 
800

AQDCC-03
CLEM-04

2,500 ~ 
3,500

400 ~ 
600

10 ~ 
50

AQDCC-02
CLEM-05

1,00020 ~ 
70

100 ~ 
150

AQDCC-01
CLEM-02

工業地区６車線道路ゲル地区測定局
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7

年平均値 (2010/10~2011/09)
全地点・全項目が基準超過

CLEM Station IDStandard

(45%)92%PM-2.5
89%66%92%(17%)80%(47%)PM-10
80%75%98%(46%)88%(46%)NO2

90%88%97%(45%)90%(40%)SO2

Data Count Ratio

(49)15425PM-2.5 (ug/m3)
86209355(120)189(152)50PM-10 (ug/m3)
313742(49)93(40)30NO2 (ug/m3)
182053(12)31(26)10SO2 (ug/m3)

080705040201MNS4585Annual (Average)

8

24時間基準（MNS4585）超過率
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1~8時間基準（MNS4585）超過率
CO, 8 hours O3, 8 hours
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大気環境濃度解析からの結論

環境基準との比較
SO2とPM-10とNO2は、ホンホルを含む全ての固定測定局で、
大気環境基準を超過しているだろう。

COとO3は、全ての固定測定局で、大気環境基準を超過するこ
とはほとんどない。固定測定局以外の場所では、COが大気環
境基準を超えていることが多い可能性はある。

環境基準を大きく超過する時と場所
SO2:冬の市全域

PM-10: 冬の市全域、および、冬以外のアパート地域・ゲル地
域

NO2:冬の市全域、および、冬以外のアパート地域周辺

COとO3: 測定局では基準を超えることは稀である
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提案 (1/2)
背景

2009年から、 1時間毎のデータが利用できる固定測定局が増えた。

2011年から、今までのグラフのような、様々な解析が可能となった。

解析

どのような時に、どの物質が大気質基準を超過しているのか？

３年間の変化は？

測定地点の追加
ゲル地区はどうか?
（例：ドドンブーダル、バヤンホシュー、シャルハッド）

更なる測定の工夫

測定誤差を減らす

欠測を減らす

14

提案 (2/2)
背景

CO2とPM-10の排出量を減らすための政策は多いが、
SO2とNO2を減らすための政策は少ない。

2011年秋に見た『UB市の2020年末迄のマスタープラン
の見直し』の案では、『空気中のSO2、NO2、COの量が増え
（中略）、大気汚染による呼吸器官病の増加の原因となってい
る』という前提で、マスタープラン案が作成されている。

しかし、大気環境基準を大幅に超えているのはPM-10 とSOx
とNOxで、CO2とCOは基準を超えることは稀である。

政策の見直し
大気環境基準を大きく超えている物質の排出量削減を優先す
るように、政策を見直した方がよい。

15

2. プロジェクトの概要

プロジェクトのうち、自動車による大
気汚染に関連が深い内容

16

PDMの概要

JICA援助機関

大気汚染物質排出削減のための施策強化上位目標

市の大気汚染対策能力が強化されるプロジェク
ト目標

ウランバートル市対象地域

ウランバートル市大気質庁を中心とするカウン
ターパートワーキンググループ

対象機関

３年間（2010年３月 ~ 2013年2月）期間

ウランバートル市における大気汚染対策のた
めの能力強化プロジェクト

名称

17

各成果のための活動

成果１：大気汚染発生源解析と大気環境影響評
価能力の構築

『移動発生源インベントリ』がここに含まれる

成果２：排ガス測定の継続

成果３：排出規制能力の強化（ボイラ登録管理）

成果４：大気汚染物質発生源対策

成果５：大気汚染管理・情報普及

横断的事項：報告書、JCC、機材、能力評価

18

大気汚染物質排出インベントリの
例

22,636250,13830,24019,910合計

2,560飛散（発電所灰）

9,266飛散（道路粉塵）

678642,478265270排気

2,006151,1293,6544,675ゲル

103463131313CFWH
2645,2492,8121,370HOB

13,47750,81911,55113,282発電所

NOxCOPM-10SO2トン/年
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大気汚染物質排出インベントリの
例

9,266
27
17

118
0

29
8

PM-10

445
239

1,030
0

786
2,612

NOx

45,12224,01055小型乗用

54,1005,69144大型乗用

4800トロリーバス

1,46969163大型バス

2,32157521小型トラック

22,8731,03220大型トラック

飛散（道路粉塵）

排気（幹線道路）

台数COSO2トン/年

20

基準を超えている物質は、何から
多く出ているか？（１台あたり）

1.2
7.2

80.5
0.0
0.5
0.2

PM-10

19.5
103.1
700.9

0.0
14.5
57.9

NOx

532.11.2小型乗用

105.20.8大型乗用

0.00.0トロリーバス

470.143.1大型バス

247.69.1小型トラック

45.10.9大型トラック

排気（幹線道路）

COSO2kg/年/台

21

排出量分布の例
(排出インベントリの合計)

SO2 PM-10

NOx CO

22

大気質濃度の分布の例 (拡散シ
ミュレーションによる冬の平均値)

SO2 PM-10

NO2 CO

23

大気汚染物質の拡散シミュレーショ
ンの例

24

大気汚染物質の拡散シミュレーショ
ンの例
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プロジェクトの成果１のまとめ

完了
大気汚染物質の排出インベントリと拡散シミュレーションモデル

わかったこと
PM-10のみならず、SO2とNO2も問題である。

イフトイルから南側では、ゲル地区由来の大気汚染より、自動
車の排気ガスと巻き上げ粉塵の方が、大気汚染に大きく影響し
ている。

イフトイルから南側の大気を、環境基準以下にするためには、
以下の２つが必要

自動車排気ガスからのNOxを大幅に減らす必要がある。
自動車排気ガスからのPM-10とSOxも減らすことが好ましい。

道路からの粉塵も大幅に減らす必要がある。

26

3. 自動車に起因する大気

汚染物質排出量削減のた
めの例

27

単体対策

28

交通流

29

交通流
公共交通計画

30

路上のダスト
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31

燃料
C
H
S
N

空気
N2
O2

エンジン
1) 基本
C + O2 >> CO2
S + O2 >> SO2
2H + O >> H2O

2) 酸素過多
N + O >> NO

3) 不完全燃焼
C + O >> CO
H + C >> 炭化水素
様々な物質>> PM

処理装置
1) DPF
PM + O >> SO2, 

CO2, H2O等

2) 三元触媒
炭化水素 + O2

>> H2O, CO2
2NO >> N2 + O2
2CO + O2 >> CO2

3) …..
4) …..
5) …..

路上ダスト タイヤ

地球温暖化
CO2

無害
H2O

健康
2NO + O2 >> 2NO2
SOx
PM
CO
炭化水素

32

どの物質に効果があるか

++++++交通量の削減

++++++++加速回数の削減

+++

++
=

++
+

+?
PM-10

=

=?
++
++
=?
+?

NOx

-?=?=?=?管理がよいDPF

====路上のダスト削減

-?++++=管理がよい三元触媒

=++++=汚染物質が少ないエンジン

=
+?
HC

=
+?
CO

=++硫黄が少ない燃料

++燃料使用量削減

CO2SO2

例外も少なくないので、一般的な効果を示す。

++ 効果が大きい

+ 効果がある

= 効果が小さい、ない、あるいは、逆効果

? 条件による

33

どの物質に効果があるか

++?
++
+?
+?
+?
=
=

++
+?
++

NO2

++
++

++?
++
+
=
=

++
++
++

PM-10

++?++++++トロリーバス化

--?+?+?++LPG化（大型バス）

++?+?+?+LPG化（セダン）

+?+?+?++CNG化（大型バス）

====現行のガソリン・軽油税

=?===現行の大気支払法

+++++=型式基準

+?

++
++
HC

+?

++
++
CO

=?+++硫黄分が少ない燃料

+=車検

++?調整

CO2SO2

34

どの物質に効果があるか

=
=

+++
++
?
?
+
?
?
+

SO2

===+++++=道路工事のダスト管理

===+++=道路掃除

++++++++++++地下鉄 (電気式)

?????BRT (ディーゼル）

+++++++BRT (トロリーバス)

?????立体交差

+++++通行制限

?????信号制御

?
=?
HC

?
+?

PM-10

?
=?
CO

??石炭から製造する燃料

++?バイオ燃料

CO2NO2

35

大気汚染物質排出インベントリの
例

9,266
27
17

118
0

29
8

PM-10

445
239

1,030
0

786
2,612

NOx

45,12224,01055小型乗用

54,1005,69144大型乗用

4800トロリーバス

1,46969163大型バス

2,32157521小型トラック

22,8731,03220大型トラック

飛散（道路粉塵）

排気（幹線道路）

台数COSO2トン/年

赤文字の部分が効率的に減る政策はどれか？

36

基準を超えている物質は、何から
多く出ているか？（１台あたり）

1.2
7.2

80.5
0.0
0.5
0.2

PM-10

19.5
103.1
700.9

0.0
14.5
57.9

NOx

532.11.2小型乗用

105.20.8大型乗用

0.00.0トロリーバス

470.143.1大型バス

247.69.1小型トラック

45.10.9大型トラック

排気（幹線道路）

COSO2kg/年/台

赤文字の部分が効率的に減る政策はどれか？
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37

政策を選ぶ基準の提案

1. 飛散（道路粉塵）を減らす

2. 大型バスから出るNOx, PM-10, SOxを減らす

3. 公共交通機関を使う人を増やす。

4. 大型バス以外から出るNOx, PM-10, SOxも減らす

38

ご静聴ありがとうございました

日本語版注：発表時点でのウランバートルの行政官・研究職の共通認識をもっている方を対象
としたセミナーです。日本の行政官・研究職の共通認識を持っている方にとっては、不可解な部
分、偏っていると思われる部分があるかと存じますが、ご理解のほど、よろしくお願いいたします。
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図４ ボイラ登録管理制度実施体制図
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1

1

ウランバートルにおけるシミュ
レーション結果

2012年3月29日

田畑 亨

2

内容

• １．インベントリの推計

• ２．シミュレーションの基本条件

• ３．計算値と実測値との比較

• ４．冬季シミュレーション

• ５．大気測定局における計算濃度に対する発
生源別寄与率

1 - 327



2

3

１．基準年の大気汚染物質排出イン
ベントリの推計

（１）基準年
2010年3月～2011年2月

（２）３種類の排出量推計方法
活動量（石炭使用量等）、排出係数は、プロジェクトでの実測
の有無により、信頼性に大きな差がある。また、道路巻上げ
などの発生源では、活動量、排出係数の範囲に大きな幅が
あるものがある。そのため、どの係数を用いているかによっ
て、排出量に大きな差が生じる。そこで、排出量を以下の3種
類に分けて推計することとした。

・最小：排出係数及び活動量が最小
・最大：排出係数及び活動量が最大
・専門家判断：排出係数及び活動量の最小から最大の範囲で、

最もウランバートルの現状に合うと専門家が判断した設定

4

大気汚染物質年間排出量

30,239.5553,625.0020,074.0019,910.1321,280.5710,964.08合計

2,560.364,562.32636.16火力焼却灰

9,266.109,266.108,154.84土壌巻上げ

65.3874.1831.6066.5566.5552.81細街路

199.64226.52126.43203.23203.23211.28幹線道路

3,654.3924,667.583,443.334,675.145,723.724,107.23ゲル

130.79130.79130.79313.09313.09313.09CFWH
2,811.863,146.482,533.921,369.821,691.681,046.61HOB

11,551.0311,551.035,016.9413,282.2913,282.295,233.06火力

専門家判
断

最大最小
専門家判

断
最大最小発生源

PM10SO2対象物質
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3

5PM10の発生源別排出量（最大、最小、専門家判断）
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4

7

SO2
排出量

8

２．シミュレーションの基本条件

• 対象汚染物質
PM10、SOx（SO2）、CO 、NOx（NO、NO2）

• 発生源（専門家判断排出量を使用）
固定発生源、移動発生源、その他面的発生
源

• 対象期間
2010年11月～2011年2月
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5

9３．PM10の計算値と実測値との比較
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6

11

PM10の過小評価の原因

• 氷結した空気中の水分による測定濃度の過
大評価

• 二次粒子による影響

• 土壌巻上げ等の排出係数の精度

• 燃料系以外の不明な発生源

• 把握できていない工場による影響

12

４．冬季シミュレーション

• PM10については、計算値が実測値に

対して過小となっているが、冬季シミュ
レーションでは、専門家判断による対象
物質の排出量をそのまま用いた。
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13

PM10

14

SO2
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8

15５．PM10計算濃度に対する発生源別寄与率
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17

計算濃度に対する発生源別寄与率のまとめ

• SO2
ゲルが最も寄与が大きく、次いで火力発電所
の順となっている。

• PM10
土壌巻き上げの寄与が最も高く、次いでゲル
ストーブの順となっている。しかしながら、現
段階の計算値は、実測値の半分程度しか説
明できていない。

18

Thank you
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大気汚染物質発生源インベントリとシミュレーション結果 
 
1 基準年の大気汚染物質排出インベントリの推計 
 2010 年 3 月～2011 年 2 月を基準年とした、大気汚染物質排出量を最小、最大、専門家

判断の 3 種類に分けて推計することとした。固定発生源に関する最小、最大、専門家判断

の設定及びデータの信頼性を表  1-1 に示す。最小ケースは、排出係数及び活動量（石炭消

費量等）が最小になると判断した設定である。最大ケースは、排出係数及び活動量が最大

と判断した設定である。専門家判断ケースは、排出係数及び活動量の最小から最大の範囲

で、最もウランバートルの現状に合ったと専門家が判断した設定である。データの信頼性

は、対象発生源により大きな差がある。例えば、火力発電所の石炭使用量、排出係数につ

いては、実測データが存在し、高い精度が確保されている。それに対して、PM10の土壌巻

上げの飛散量については、推計の根拠となる排出係数が道路中に含まれるシルト率に大き

く左右される。このシルト率は、舗装道路で 0.03～400 の範囲内にある。そのため、排出

係数は、不確実性が大きく、かつ設定の差により飛散量に大きな幅が生じている。 

最小、最大、専門家判断による SO2、PM10、CO 及び NOx 排出量推計結果を表  1-2、PM10

の排出量推計結果を図  1-1、SO2、PM10、CO 及び NOx 排出量分布図を図  1-2～図  1-5 に

示す。SO2の排出量は、火力発電所で最も多く、次いでゲルストーブ、HOB の順となって

いる。 
PM10では、火力発電所、次いで、ゲルストーブの順となっている。 
CO は、ゲルストーブが最も大きく、次いで火力発電所、幹線道路からの順となっている。 
NOx は、火力発電所からの排出が最も多く、次いで幹線道路、ゲルストーブの順になっ

ている。 
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表  1-1 固定発生源における活動量・排出係数の設定及びデータの信頼性 
発生源 項目 最小 最大 専門家判断 

石炭使用量 火力発電所からの報告値 
排出係数 各発電所における排ガ

ス測定結果の石炭使用

量加重平均値 

各発電所における排ガス測定結果の最大値 

石炭使用量は、火力発電所からの報告に基づいて設定しており、データ

の信頼性は非常に高い 

火力発

電所 

データの信

頼性 
排出係数は、排ガス測定調査結果に基づいており、信頼性は高い 

石炭使用量 ボイラ訪問調査結果のデータ 
排出係数 
（同一機種

の測定がな

いHOB） 

測定HOBの機種別最

小値の平均値 
測定HOBの機種別最

大値の平均値 
測定HOBの機種別平

均値の平均値 

石炭使用量は、ボイラ訪問調査に基づいて設定しており、信頼性は比較

的高めである。 

HOB 

データの信

頼性 
測定対象HOBの排出係数は、排ガス測定調査結果に基づいており信頼

性は高い。ただし、同一機種の測定がなかったHOBについては、排ガ

ス測定結果からの推測であるため、信頼性は中程度である。 
石炭使用量 世銀のHOB Market Study (2009)のボイラ調査データから設定 
排出係数 詳細計画調査と１年度の排ガス測定結果から求めた値 

石炭使用量は、世界銀行の聞き取り調査をベースにしていることから、

信頼性は中程度である。 

CFWH 

データの信

頼性 
排出係数は、排ガス測定結果に基づいているが、測定ケースが少なく、

信頼性は中程度である。 
○石炭：3ton/台/年（ゲ

ル）、4ton/台/年（壁）

○木材：3.27ton/台/年
（ゲル）、2.99ton/台/
年（壁） 

○石炭：3.49ton/台/年（ゲル）、4.49ton/台/
年（壁） 
○木材：3.27ton/台/年（ゲル）、2.99ton/台/
年（壁） 

石炭使用量

ストーブを2台使って

いる世帯数を2.1％と

する。 

ストーブを2台使って

いる世帯数を25%とす

る。 

ストーブを2台使っ

ている世帯数を

2.1％とする。 

ゲルス

トーブ

（壁ス

トーブ

を含

む） 

排出係数 ○石炭は、詳細設計調

査の排出係数を原則と

して使用し、COのみプ

世銀のAMHIB、2009
年の値に変更、PM10

（ゲル・壁）：石炭16.0、

CO以外は、最小ケー

スと同じ。CO（石炭）

の排出係数は、HOB
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ロジェクトのHOBの

平均EFを使用。 
○木材はGAP Forum 
Manualの値を使用

（PM10：石炭（ゲル）

3.3、石炭（壁）2.1、
木材（ゲル、壁）3.82）

木材18.5）、CO（石炭）

の排出係数は、HOBの

ボイラ別排出係数のう

ち最大値（389.71）を

使用 

のボイラ別排出係数

上位５機種までの平

均値（173.34）を使

用 

石炭使用量は、世界銀行による聞き取り調査である。この調査は、実測

に基づいた調査ではないため、信頼性はあまり高くない。 
データの信

頼性 
排出係数は、測定ケースが少ないため、信頼性は中程度である。 

舗装・未舗

装の設定 
アパート地区の細街路

は全て舗装、それ以外

の地区の細街路は30%
が舗装、70%が未舗装

アパート地区の細街路

は全て舗装、それ以外

の地区の細街路は全て

未舗装 

最小ケースと同じ 

排出係数 舗装路：最大のケース

から、Silt Loadingを
3.3g/m2に変更 
未舗装路：Surface 
material silt content
を1.8%に変更し、か

つ、Annual number of 
rain and snow 
average daysとして降

水日数(58日)を考慮 

○舗装路：AP-42のTable13.2.1-2で
Ubiquitous Baseline 
○未舗装路：AP-42のTable13.2.2-1で
Construction sites、Table13.2.2-2でPublic 
Roadsを適用したケースからSurface 
material silt contentを1.8%に変更し、かつ、

Annual number of rain and snow average 
daysとして降水日数(58日)を考慮 

走行量ベースの舗装・未舗装率の設定に仮定があり、ゲル地域での不確

実性が高いため、信頼性は低い。 

道路巻

上げ 

データの信

頼性 
排出係数は、引用したAP-42の測定ケースが少なく、ウランバートルの

気象条件や土壌に合致していないパラメータの可能性が高い。そのた

め、不確実性が極めて高く、排出係数の信頼性は低い。 
飛散量 測定期間(3/15～4/20)

の飛散量を年間の飛散

量とみなす 

測定期間(3/15～4/20)
の飛散量と月別パター

ンから年間飛散量最大

値を計算 

測定期間(3/15～
4/20)の飛散量が年間

最大の飛散量とみな

して、年間飛散量を

計算 

火力発

電所の

焼却灰 

データの信

頼性 
飛散量：火力発電所の実測調査に基づいているが、特定期間の測定であ

るため、年間飛散量としての信頼性は中程度である。 
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 6

 
図  1-2 SO2排出量分布図 
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図  1-3 PM10排出量分布図 
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図  1-4 CO 排出量分布図 
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図  1-5 NOx 排出量分布図 
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2 シミュレーションモデルの構築 
2.1. シミュレーションの基本条件 

 シミュレーションの基本条件を表  2-1 に示す。シミュレーションの対象期間は、大気汚

染が深刻である冬季の 2010 年 11 月～2011 年 2 月とした。 
 

表  2-1 シミュレーションの基本条件 
項目 内容 

対象地域 郊外、都市、工業地域 

地形 計算メッシュ別平均標高により地形を考慮 

使用モデル 

ISC-ST3 

(US-EPA)+Puff Model  
対象煙源  高煙源、地表煙源 

対象汚染物質 PM10、SOx（SO2）、CO 、NOx（NO、NO2） 

発生源 固定発生源、移動発生源、その他面的発生源 

対象期間 2010 年 11 月～2011 年 2 月 

気象データの解析 気象データについて解析し、モデルの入力データに変換した。

大気環境データの解析 月・年平均値、時刻別変化等の基礎解析を通じて、ウランバ

ートル市の大気汚染状況を解析した。 

対象地域・解像度 中心部を含む約 34km×28km、解像度は 1km×1km  

 
2.2. NO2変換 
 大気環境基準は NO2 が対象であるため、NOx のシミュレーション結果を NO2 濃度に変

換する必要がある。そこで、実測値の NOx と NO2 から、窒素酸化物総量規制マニュアル

に記載されている統計モデルを用いて、NO2変換式を算定した。NOx から NO2の変換式を

図  2-1に示す。変換式をNOxのシミュレーション結果を以下のように適用することにより、

NO2の計算濃度を算出した。ただし、[NO2計算濃度]>[NOx 計算濃度]となる場合は、[NO2
計算濃度]=[NOx 計算濃度]とした。 

 [NO2計算濃度]=2.9076×[NOx 計算濃度]0.6216 
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CLEM Monitoring StationにおけるNOx と NO2 の相関

CLEM01

CLEM02

CLEM05

CLEM07
CLEM08

y = 2.9076x0.6216

R2 = 0.9628

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 50 100 150 200 250 300 350 400

NOx (micro g/m3)

N
O

2 (
m

ic
ro

 g
/m

3 )

 
図  2-1 NOx から NO2への変換式推計 

 
2.3. 計算値と実測値の比較 
 ウランバートル市には、大気質庁及び CLEM による大気環境測定局により自動連続測定

が実施されている。CLEM の測定局は、メンテナンスが継続的に実施されており、異常値

はほとんど見あたらず、冬季の時刻別平均濃度の解析から判断して、測定データは信頼性

が高いものと考える。しかし、大気質庁の測定局は、メンテナンスがこれまでほとんど実

施されておらず、対象期間の測定データにばらつきが大きく、異常値が多くみられる。そ

のため、CLEM のデータを用いて、計算値と実測値の比較を行い、シミュレーションモデ

ルを構築することとした。 
CLEM の測定局における計算値と実測値との比較結果を図  2-2～図  2-5 に示す。SO2、

CO は、計算値と実測値の関係がほぼ１対１であり、相関係数も極めて高い。そのことから、

非常に精度の高いシミュレーションが構築できていることがわかる。 
また、PM10については、相関係数としては高くなっているが、計算値が実測値に対して

半分程度であり、過小となっている。PM10 の計算値が過小となる原因は、次項の「PM10

の過小評価の原因について」で詳述する。 
NO2 については、相関係数は比較的高めである。3 局で計算値が過大となっているが、

CLEM-2 において計算値の再現性が低い。この原因として、CLEM-2 は、交通量の多い交

差点に設置されているため、自動車排出ガス測定局に分類される測定局である。そのため、
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自動車排気ガスの影響により、実測値が地点を代表する濃度より過大となっている可能性

が高い。本モデルは、1km×1km 四方の平均的な濃度再現に適しており、数十メートルの

局地的な濃度を再現することには適していない。自動車排ガスの局地的な影響がある一部

の地点を除けば、ウランバートル市全体の NO2 環境濃度を把握には、十分な精度を持つモ

デルである。 
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図  2-2 計算値と実測値との比較結果（SO2） 
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図  2-3 計算値と実測値との比較結果（PM10） 
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図  2-4 計算値と実測値との比較結果（CO） 
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図  2-5 計算値と実測値との比較結果（NO2） 
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2.4. PM10の過小評価の原因について 
PM10排出量は、シミュレーション結果との比較から半分程度しか把握していない。PM10

のシミュレーション結果が実測値に対して過小となる原因としては、以下が考えられる。 
・大気環境測定局の PM10は、β線吸収法（CLEM 局）、光散乱法（AQDCC 局）を用いた

測定方法がとられている。冬季の測定では、ウランバートルの-30～-40 度に下がる条件

下において、氷結した空気中の水分を過剰に測定し、実際の濃度より過大になっている

可能性がある。 
・大気中に排出された汚染物質（一次粒子）が反応し二次粒子となるが、PM10のシミュレ

ーションは、二次粒子を考慮したモデルではない。二次粒子には、硫黄系（硫酸塩）、窒

素系（硝酸塩、アンモニウム）、塩素系（塩化物）および炭素系（有機物）の４種類があ

る。特に、ウランバートルでは、石炭燃焼による SOx や有機物の排出が多く、二次粒子

が多く生成される。そのため、PM10の実測値は、一次粒子として把握されている発生源

から推計された計算値より、高くなっている。 
・PM10 には、燃料燃焼による直接的な排出に加えて、焼却灰の埋立地からの飛散粉じん、

道路からの巻き上げ等がある。燃焼以外の粉じんや巻上げの排出係数は、幅が非常にあ

り、どの係数を用いるかによっては、排出量に大きな差が生じる。しかも、係数の精度

は十分ではない。 
・燃料系以外の不明な PM10発生源がある。 
・工場等の排出量で把握できていないものがある。ただし、多くのレンガ工場やアスファ

ルト工場は夏期操業のものが多く、冬季に操業している工場は限定的である。そのため、

工場による影響は他の要因と比較して、少ない可能性がある。 
 

PM10の排出量の推計で用いた排出係数として、第 2 次詳細計画策定調査で測定された石

炭 5.4 kg/ton、木材 3.82 kg/ton を用いた。AMHIB（World Bank）では、ゲルストーブの

排出係数として、石炭 16kg/ton、木材 18.5kg/ton を用いている。EMEP/EEA1の排出係数

（380g/GJ）及び石炭熱量 2（13.4GJ/t）から算定した PM10排出係数 5.09kg/ton と比較し

ても、AMHIB の排出係数が突出して高くなっていることがわかる。現段階で、AMHIB に

よるゲルストーブの高い排出係数を説明できるだけの根拠は存在しない。 
 
出典 
1. Small Single household scale, capacity<=50kWth) boiler 
Tier 2 emission factors for source category boiler burning solid fuel (except biomass) 
http://www.eea.europa.eu/publications/emep-eea-emission-inventory-guidebook-2009/pa
rt-b-sectoral-guidance-chapters/1-energy/1-a-combustion/1-a-4-small-combustion-tfeip-e
ndorsed-draft.pdf 
2. 第 4 火力の石炭分析結果(約 3200kcal/kg)をもとに設定 
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2.5. 対象期間のシミュレーション結果 

対象期間における SO2、PM10、CO 及び NO2のシミュレーション結果を図  2-6～図  2-9
に示す。SO2及び PM10は、平和通りから北側のゲル地域で高い濃度となり、ほぼ同じ濃度

分布となっている。ゲル地域において高濃度となる原因としては、排出高さは 5m 以下であ

り、地表付近に強く影響を与えていると考えられる。CO は、SO2及び PM10に類似した分

布となっているが、火力発電所からの排出影響が少ないため、全体の濃度分布が狭まって

いる。NO2は、交通量の多い交差点付近で濃度が高くなっている。 

1 - 351



 17

 
図  2-6 SO2のシミュレーション結果 
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図  2-7 PM10のシミュレーション結果 
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図  2-8 CO のシミュレーション結果 
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図  2-9 NO2のシミュレーション結果 
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2.6. 大気測定局における計算濃度に対する発生源別寄与率 
 大気環境測定局（大気質庁、CLEM）及び HOB の最大濃度地点における地点別発生源別

計算濃度を表  2-2 に示す。計算濃度を 100％としたときの地点別発生源寄与率を図  2-10～
図  2-13 に示す。 
○SO2 

SO2については、ゲルが最も寄与が大きく、次いで火力発電所の順となっている。 
 
○PM10 

PM10については、土壌巻き上げの寄与が最も高く、次いでゲルストーブの順となってい

る。大気環境測定局における HOB の寄与は低いが、HOB 最大濃度地点の寄与は比較的高

くなっている。 
しかしながら、PM10 の計算値は、実測値の半分程度しか説明できない。この PM10 の計

算値が過小となる原因を特定するためには、ウランバートル市内の主要地点にハイボリュ

ームサンプラーを設置することにより、PM10 を測定し、その成分分析を行う。その上で、

発生源、成分分析結果と CMB 法などによるシミュレーション結果との関係から、ウランバ

ートルでの PM10発生源別寄与割合を評価し、対策案策定に繋げていくことが必要である。 
 

○CO 
CO は、ゲルストーブによる寄与が最も高く、次いで幹線道路の順となっている。 

 
○NO2 

NO2は、幹線道路及び細街路における寄与が大きくなっている。 
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3 HOB のシミュレーション結果 
 大気環境測定局における全計算濃度に対する HOB 計算濃度寄与率があまり高くない結

果となったため、HOB の PM10についてシミュレーションにより、濃度の分布状況を把握

した。その結果を図  3-1 に示す。HOB は、火力発電所の熱供給範囲内にある地域で濃度が

低く、供給範囲外である東側の地域で高い濃度となっていることがわかる。この理由とし

て、東側地域の HOB 石炭使用量は、ウランバートル市全体 HOB の約半分を占めているこ

とが挙げられる。例えば、HOB 石炭使用量の上位 10 以内のうち、半分以上が東側地域で

あり、精神病院、鉄道修理工場、ビール工場などの大規模施設となっている。 
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図  3-1 HOB のシミュレーション結果（PM10） 
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